様式第1号（第３条関係）（常用雇用労働者数が４３．５人以上の事業主用）
障がい者優先調達推進企業届出書
　令和〇年　〇月○○日

大分市長　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所　 在　 地　　　　大分市荷揚町2番31号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　株式会社○○○
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　代表取締役　大分　太郎　　

次のとおり障がい者優先調達推進企業に対する優遇措置に関する要領第３条第１項の規定により届け出ます。
なお、この届出書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ありません。

また、障がい者優先調達推進企業として名簿が公表されることについては異議ありません。
	1 　常用雇用労働者数（②を除く）
	１００人

	2 　短時間労働者数
	２０人

	3 　常用雇用労働者数［①＋（②×０.５）］
	１１０人

	4 　法定雇用障害者数
	２人

	5 　合計調達金額
	６，０００，０００円


（注）
１　法定雇用障害者数の算定方法
(1)　除外率設定業種に属する事業を行う事業主の場合
法定雇用障害者数＝｛（常用雇用労働者数－（常用雇用労働者数×当該除外率設定業種に係る
除外率）｝×障害者雇用率（１００分の２.３）（1人未満の端数切捨て）

＊　常用雇用労働者数に当該除外率設定業種に係る除外率を乗じて得た数に１人未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。

＊　除外率設定業種とは、規則別表第４に掲げる業種をいう。

(2)　除外率設定業種に属する事業を行わない事業主の場合

法定雇用障害者数＝常用雇用労働者数×障害者雇用率（１００分の２.３）（１人未満の端数切捨て）
２　次の書類を添付すること。
(1)　合計調達金額を証明する領収書の写し
(2)　障害者雇用状況報告書（届出日時点において、既に到来している直近の６月１日現在のものに限る。）の控えの写し

３　この届出書及び添付書類の記載事項等が事実と異なることが判明した場合は、入札参加資格の取消し又は指名停止措置を行うことがある。
見本








